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Habitat Innovation for Realizing Vision of “Society 5.0”
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Abstract– “Society 5.0”, which is known as a new vision proposed by Japan’s National Cabinet in
2016, is not only the science and technology-led policy but also the composition of the meaningful
concepts for future society to be aimed following the digital revolution. This paper is approaching to
the meaning of this comprehensive vison by focusing on the key phrases described in the documents
such as the 5th Science and Technology Basic Plan in 2016. It discusses on the directionality of the
academic research and development under the new methodology for the habitat innovation promoted
by H-UTokyo Lab. in order to realize the concepts of “Society 5.0” through profound consideration
of the three important key concepts; merging of cyber space and physical space, balance between the
solution of social issues and economic growth, and people-centric society.
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1. はじめに

2016年 1月に閣議決定された「第 5期科学技術基本
計画」[1]において提唱された “Society 5.0”は，わが国
オリジナルの科学技術が主導する将来ビジョンである．
その概念は，同基本計画や 2017年 6月に閣議決定され
た「科学技術イノベーション総合戦略 2017」[2]等にお
いて，示唆的な言説として国内外に向けて発信されてき
た．既にその趣旨に対しては各方面から多くの賛同が得
られ，様々な予算化や事業化につながっているところで
ある．
一方，その将来ビジョンは包括的でもあり，デジタ

ル技術を活用した実に多様なタイプのスマートシティ
の取組みが林立するなど，国として目指す方向性や戦略
が見え難くなり，結果として何を新たに創り出し，次世
代に残し得るのかが共有されないまま進むことも危惧さ
れる．
また，“Society 5.0”の将来ビジョンの実現のために，

産学官民が共同して，より効果的で具体的な技術開発や
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政策立案へとつなげていくためには，政府が発表した上
記計画内の言説の意図の共通理解を深めると共に，如何
なる考え方で関連研究に取り組むべきかといった研究の
位置づけや方向性を明確化し，共有する必要がある．
日立製作所と東京大学は，両者による “Society 5.0”の

実現に向けた産学協創の取組みを進めるために，2016年
6月に協定を締結し，「日立東大ラボ」を創設した [3]．
同ラボでは，「エネルギー」と「ハビタット・イノベー
ション」の 2つのプロジェクトに取組んでいるが，後者
のプロジェクトでは，“Society 5.0”の将来ビジョンの下
で取組むべき研究開発の意義や方向性をより明確化させ
るため，以下に示すように，“Society 5.0”の概念の言説
を 3つの観点から解題することに着手し，その概念の理
解の下で具体的な研究開発や政策提言に取組んでいる．
日立東大ラボが進めるハビタット・イノベーション研究
（“Society 5.0”の実現を居住からの変革により図る研究）
の取組みの基本的な考え方は，“Society 5.0”の実現に向
けた産学の取組みや横断型基幹科学技術連合の趣旨にも
深く関連し，広く汎用し得るものであることから，日立
東大ラボでの成果をもとに本稿にて紹介させて頂くもの
である．
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2. “Society 5.0”を特徴づけるキーフレーズ

本稿では，政府が閣議決定し，公表された下記の計画
と総合戦略における “Society 5.0”の言説にある 3つの重
要なキーフレーズを取り上げ，解題を試みることとする．
第一に「第 5期科学技術基本計画」[1]では，「ICTを最

大限に活用し，サイバー空間とフィジカル空間（現実世
界）とを融合させた取組により，人々に豊かさをもたら
す『超スマート社会』を未来社会の姿として共有し，そ
の実現に向けた一連の取組を更に深化させつつ『Society
5.0』として強力に推進し，世界に先駆けて超スマート
社会を実現していく．」（文献 [1] p.11）と記されている
が，“Society 5.0”の概念を端的に示すキーフレーズとし
て，「サイバー空間とフィジカル空間（現実世界）とを
融合させた取組み」をまず取り上げることとする．
次に，「科学技術イノベーション総合戦略 2017」[2]

に記載されている，「第 5期基本計画で掲げた我々が目
指すべき未来社会の姿である “Society 5.0”は，サイバー
空間とフィジカル空間を高度に融合させることにより，
地域，年齢，性別，言語等による格差なく，多様なニー
ズ，潜在的なニーズにきめ細かに対応したモノやサービ
スを提供することで経済的発展と社会的課題の解決を両
立し，人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送るこ
とのできる，人間中心の社会である．」（文献 [2] p.12）と
いう点に着目し，その中でも，特筆すべき点として「経
済的発展と社会的課題の解決の両立」「人間中心の社会」
の 2点を取り上げることとする．

3. サイバー空間とフィジカル空間の融合

3.1 データ駆動型社会とは

先に触れた「第 5期科学技術基本計画」[1]では，「サ
イバー空間とフィジカル空間（現実世界）を融合させた
取組みにより．．」とあり，「科学技術イノベーション総
合戦略 2017」でも「サイバー空間とフィジカル空間を
高度に融合させることにより，· · ·」と記されている．サ
イバー空間とフィジカル空間（現実世界）との融合は，
“Society 5.0”を理解し，進める上での最も重要な概念で
あるといえる．
サイバー空間の意味については，既に様々な場で定義

がなされているが，本稿では “Society 5.0”についての既
刊本（文献 [4]）に基づき，その意味を「計算機の中の
空間を意味しており，実社会から集めたデータから問題
を分析して対策を立てる場」であり，「単に大量のデー
タをやり取りする空間のことだけではなく，問題の分析
や問題の解決策の立案のために実社会のモデルが計算機
の中につくられていく空間という意味も含まれる」と定
義することとする（出典：文献 [4] pp.14-17）．

また，「未来投資戦略 2018」[5]において，“Society 5.0”
と並んでデータ駆動型社会について言及されているなど，
データ駆動型社会という用語も “Society 5.0”を理解する
上で不可欠な概念である．データ駆動型社会の用語は，
“Society 5.0”が提唱されるより以前から使用されてきた
が，“Society 5.0”と共に言及されるデータ駆動型社会に
は，「大量で多様なデータを使って人が意思決定するこ
とで社会を動かしていく意味と，人が介在することなし
に，データが自動で社会を動かしていくという 2つの意
味がある」と捉えられる（出典：文献 [4] p.35）．
ただ，筆者が属する都市計画学分野に照らしてみて

も，これまでの間も，長年にわたり都市計画や交通計画
などの実務において，大量で多様なデータを活用してき
たことは言うまでもない．プランニング（都市計画の立
案・策定）の作業や意思決定などの様々な過程でデータ
が活用されてきており，一体，何が従来と異なるのかを
確認しておく必要がある．
そこで以下では，従来のプランニングとデータ駆動型

プランニングとの相違を意識しながら，都市計画分野に
おける「データ駆動型」の概念定義を試みることとする．

3.2 都市計画分野におけるデータ活用の周期
わが国の都市計画では，例えば，都市計画法（第 6条

の 2）に基づく「都市計画区域の整備，開発及び保全の
方針（いわゆる都市計画区域のマスタープラン）」など
の計画は，おおよそ 5年のスパンで見直しが行われる．
同法第 6条において，「都道府県は，都市計画区域につ
いて，おおむね 5年ごとに，都市計画に関する基礎調査
として，· · ·」とあるように，同法で定める都市計画区域
における基礎調査は，おおよそ 5 年の周期で実施され
ることが規定されており，基礎調査で収集された最新の
データとデータ分析による人口や土地利用等の社会動態
の把握に基づき，関連する計画の見直しがなされる．い
わば，都市計画基礎調査に基づくような法律で定められ
た都市計画の見直しは，PDCAサイクルがおおよそ 5～
10年の長周期で実施されている（Fig. 1）．
その支援ツールとしては，近年では都市計画基礎調査

などにおいて地理情報システム（GIS）や空間解析等の
ソフトが活用されている．例えば，日本都市計画学会で
は都市構造可視化特別委員会において，自治体や民間企
業と共同で土地利用や人口等のデータをオーバーレイさ
せる視覚化システムを開発しており，自治体での活用が
進められている [6]．
このように，従来の都市計画では，調査，データ取得

と分析，課題整理，都市計画の立案から実施，評価，更
新までの工程に凡そ 5～10年の「長周期のデータ活用」
が基本とされており，各段階で多くの労力と時間を割い
ているのが実情である．また，施策の適応対象は，都市
内で暮らし，活動する個人への働きかけというよりは，
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Fig. 1: Long-term Cycle of Conventional City Planning
Process.

都市全体（自治体，もしくは都市計画区域）の最適化を
目指した土地利用規制や道路網の整備への働きかけが中
心である．

3.3 短周期データ活用とデータ駆動型プランニング
それに対し，近年，都市計画分野において各地で実施

されている社会実験・実証実験やタクティカルアーバニ
ズム（戦術的まちづくり）(*注 1)などの取組みは，数日
から数カ月の比較的短期間に実施する限定的で小規模な
事業であり，従来の５～10年のスパンで計画を見直す
サイクルとは異なる「短周期データ活用」の取組みと言
える．
小規模で限定的な事業を試行的に実施し，その効果や

影響に関するデータを収集，分析して，効果を測定し，
それを全体計画の変更やハードウェアの事業実施に反映
させる考え方であり，先述の都市計画の見直しとは異な
るサイクル，方法として捉えられる（Fig. 2）．この場合，
従来の計画サイクルで使用される統計データとは異なる
種類のデータを社会実験・実証実験を通じて収集し，活
用するが，データに基づく評価がその後の道路計画等の
変更や道路の改変の実施判断をする上で重要な役割を果
たす．
例えば，地域の要請に基づき都市内の道路の一部を歩

行者専用化（歩行者天国化）もしくは優先化に改変する
ようなケースでも，交通計画や道路計画の変更を 5～10
年の計画見直しのサイクルの中で入念に検討を進めた後
に，一気に道路の改変事業を実施するのではなく，自動
車道を一時的に歩行者専用化して，自動者や歩行者の交
通量への影響を評価し，その後に交通計画を見直してい
く方法が該当する．
また，地域内の公共交通による移動の不便さと運転手

不足の問題を解消するための自動運転バスの試験的な導
入により，その効果や影響，課題に関わる様々なデータ

Fig. 2: Middle-term Cycle Planning imposed into Conven-
tional City Planning Process.

を取得，分析する実証実験もこの「短周期データ活用」
の取組みに該当すると言える．
一部の道路の歩行者天国化や，交通の不便さを解消

するための自動運転バスの導入などの取組みも，人の
移動，自動車交通への影響などに関わるデータだけでな
く，地域内の消費行動，医療福祉，生活パタンなどへの
変化の効果や影響も関係することから様々なデータを取
得して分析することが求められる．そのためには，取得
した様々なデータを蓄積するデータ連携基盤を地域で構
築することとなり，さらに多様なデータを組み合わせた
分析，情報化，活用を短周期のサイクルで行えるサービ
ス提供を可能とする都市 OS(*注 2)へとつながることと
なる．
いわば，専門家による高度な判断（情報の知識化）を

内包した「短周期データ活用」を通じて，現場の課題に
対応し，部分的・限定的ではあるが，短期に効果的な都
市計画が推進されることとなる．

3.4 データ駆動型プランニングとマルチサイクル
さらに，AIや IoT技術により，データの取得，情報

化，知識化がリアルタイムに行われると，従来のデータ
活用と計画の周期に依存せず，個人の行動に対して直接
働きかけることが可能となる．即ち，必要な情報がリア
ルタイムを基本としながらも，最適なタイミングで配信
（受信）されることにより，個人が自律的に行動を選択
できる「自律改善サイクル」のサービスを生み出すこと
が可能となる（Fig.3）．
例えば，自動車のドライバーに移動先の渋滞情報と

渋滞を迂回するルートを配信するサービスなどが分かり
易い例と言える．交通渋滞の課題に対し，道路整備（道
路拡幅やバイパスの建設）などの従来の都市計画に基づ
くハード事業や交通信号の制御で対応するのではなく，
ユーザーの行動を誘導することによる課題解決の方法
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Fig. 3: Data-driven Prompt Improvement Cycle imposed
into Conventional City Planning Process.

である．道路等の都市のフィジカル空間の構成要素の改
変を伴わなくとも，自律改善サイクルを生み出すことに
よる課題解決を目指す方法と言える．この第 3 の方法
はデータをほぼリアルタイムで活用し，先述の中・長期
や短期のデータ活用のサイクルとは異なる「自律改善サ
イクル」を創り出す．都市計画分野において，データ駆
動型社会へと進展することは，個々のサイクル内のデー
タ活用の方法がより高度化することを意味するだけでな
く，データ活用の異なるサイクルが高度に組み合わさる
ことを意味すると捉えられる．
いわば，都市計画分野におけるサイバー空間とリアル

空間（現実世界）の高度な融合とは，データ活用のマル
チサイクル化の進展として捉えることができ，従来から
統計データを中心に活用してきた都市計画分野における
データ駆動型プランニングとは，より短周期のデータ活
用による事業やリアルタイムの自律改善サイクルのサー
ビスが加わることによるデータ活用のマルチサイクル化
の方向性を意味するものであると言える．

4. 経済的成長と社会的課題解決の両立

4.1 社会課題指標の捉え方

“Society 5.0”について言及している「科学技術イノベー
ション総合戦略 2017」[2]では，「（中略）経済的発展と
社会的課題の解決を両立し，· · ·」とあるが，一般に，経
済的成長は社会的課題の増幅を伴うと認識されている．
例えば，経済が成長することは，これまで人口当たりの
エネルギー消費量を増加させ，CO2排出量を増加させる
ことと軌を一にしてきており，逆にエネルギー消費量を
増加させ，CO2排出量を増加させることで，人口当たり
の GDPを指標とする経済成長が進められてきたとも言
える．では，経済的成長と社会課題の解決を両立すると

は，どのようなことを意味し，研究開発はどのような役
割を果たすべきなのか．日立東大ラボでは，「経済的発
展と社会的課題の両立」の意味と研究開発の役割を明確
化し，共有するために以下に示す KPIリンクという考
え方を提案している（文献 [4] pp.63-80）．
例えば，国際的な社会課題の一つに人口当たりのCO2

排出量の削減が挙げられるが，国連でも使用されている
「CO2排出量／人口」の指標は，一見すると人が我慢し
て活動を抑制する方向にもつながりかねない（Fig. 4上
段）．実際，日本の役所の施設内でも真夏の猛暑日に空
調の室温を 29度に設定して，暑い中我慢して仕事をし
ている光景も珍しくない．こうした我慢する省エネな
ど，人の欲求や活動を抑制することで達成する指標と認
識されてしまうと，社会課題の解決と経済的発展のため
の活動は二項対立的に捉えられ，その両立は極めて困難
なものとして考えざるを得なくなってしまう．

4.2 KPIリンク

そこで，日立東大ラボでは，この社会課題に関する
分数で表記された指標の分子と分母にそれぞれ同じ項目
（エネルギー消費量と活動量）を掛ける操作を行い，因数
分解式にすることでその両立を説明するKPIリンクとい
う考え方を提案している．即ち，因数分解により 3つの
項に分解することで，一人当たりの経済活動量を向上さ
せることと社会課題の解決の両立を図るとした “Society
5.0”の考え方をより明示的に表現する因数分解式による
表記法を提唱している（Fig. 4下段）．

KPIリンクでは，様々な分野での社会課題の指標に対
して，課題解決と経済的発展の両立を図る上で必要な政
策提言や技術開発の位置づけをより分かり易く示すこと
ができるとともに，我々が研究によって目指す方向性を

Fig. 4: Conventional Indicator (Above) and KPI Link.
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分かり易く共有できるものと考えている．
　例えば，地球温暖化という社会課題に対する指標は

人口一人当たりの CO2 排出量の削減であるが，KPIリ
ンクによる式において，この社会課題におけるその解決
と経済成長の両立の方法と研究開発の位置づけを，3つ
の項に因数分解することで説明すると共に，各項は目指
す指標づくりにもつなげることができる．

Fig. 4下段の左側の項は，エネルギー消費量当たりの
CO2排出量を示し，これを低減するためには自然再生エ
ネルギーなどへの転換が必要であり，政策提言などによ
り実現をめざす「構造転換」に対応する項と言える．　
2番目の項は，人の活動量当たりのエネルギー消費量を
示し，これを低減するためには技術開発によるビル・住
宅・都市施設の性能の向上が必要であり，技術開発など
によりその実現をめざす「イノベーション」に対応する
項と言える．

3番目の項は，一人当たりの快適な環境下で活発に活
動する量を示し，経済的発展に該当する項として捉える
ことができる．データ駆動型社会において，この項の値
を向上させるためには，データの利活用と社会のセキュ
リティの両立が必要であり，データ社会の信頼や情報リ
テラシーに関する研究を深めることにより向上を目指す
生活の質（Quality Of Life = QOL）に対応する項として
捉えることができる．
このような因数分解の操作によって思考する KPIリ

ンクの考え方は，様々な社会課題の解決に対応する指標
にも適応でき，“Society 5.0”が目指す社会的課題と経済
的発展の両立の意味と，そのための研究開発や政策提言
の役割を明確化し，産官学が協働して目指す方向性を明
確化していく上で有効であると考えている．

5. 人間中心の社会とサステイナブルな都市

5.1 人間中心の社会とは

科学技術イノベーション総合戦略 2017」[2]では，“So-
ciety 5.0”の目指す社会を「．．．人々が快適で活力に満ち
た質の高い生活を送ることのできる，人間中心の社会
である．」と定義づけている．この定義が示す方向性は，
どの時代でも社会的に受入れられるべき内容であるが，
上記 5.2で述べたような都市全体の最適化と部分の最適
化の両立・共存の課題に加え，都市全体のサステイナビ
リティと「人間中心の社会」が目指す個人の生活の質
（QOL）の高さを如何にして両立・共存させるのか，と
いう新たな難問を都市計画や関連分野に投げかける問題
提起として捉えることもできる．
そもそも，QOLの高さとはどのような指標・尺度で

定量的に計ることができるのだろうか，という課題から
考えないとならない．QOLに係る指標として，日立東

大ラボでは個人の生活時間を対象とし，可処分時間の多
い生活が質の高い生活であると捉え，実態の把握や評価
法に関する研究に着手している．
例えば，首都圏と近畿圏とで生活実態調査による生活

時間を比較してみると（Fig. 5），双方の都市圏ともに
全国平均に比べて，仕事に費やす時間が多いことに加え
て，通勤・通学時間が飛び抜けて多いことが分かる（Fig.
5下段）．また，それぞれの都市圏の就業者について，通
勤時間に深く関係する居住地と従業地の立地を都心部と
郊外部に分け，その組み合わせから 4つのパタンに分類
してみると（Fig. 5上段），長時間通勤が多い通勤パタ
ンと思われる郊外部に居住して都心部に通勤する就業者
（図中の第 2象限に位置づけられる就業者）の割合は 18
～19%台であり，通勤時間が短いと想像される都心に居
住し都心に通勤する都心居住パタン（図中の第 1象限）
は，首都圏で 30.9%，近畿圏では 16.7%と 2つの都市圏
で開きがあることが分かる．一方，いわゆる逆通勤と呼
ばれる都心部に居住し，郊外部に通勤する就業者（図中
の第 4象限）の割合は，2.7～2.9%とごく少数派である．

“Society 5.0”が目指す「快適で活力に満ちた質の高い
生活」を個々の人の生活時間を指標として考えると，可
処分時間や好きなことに従事できている時間の多さが評
価の対象となる．逆に考えると，通勤時間の長さなど可
処分時間を阻害している要因とそれに費やしている時間
を如何に低減するかが課題となるが，そうした要因は都
市圏の都市構造や居住の立地などとも深く関連すること
が分かる．

5.2 サステイナブルな都市との両立
質の高い生活を送る人間中心の社会の実現を個人の

生活時間と可処分時間の観点から捉え，それを阻害する
要因として，就業者の居住地や従業地の間の通勤時間が
改善すべき対象となるが，それは居住地の選択の問題に
も関わり，生活圏の都市の構造や環境とも関係する．ま
た，生活圏内が災害に強く，安全で安定したサステイナ
ブルな環境となって，初めて居住地の選択の自由度も増
してくる．
換言すれば，都市の脆弱性が改善され，安全性が増し，

都市のサステイナビリティが向上することで，通勤など
可処分時間を阻害する要因を低減させる居住地の選択や
生活の自由度が増すこととなり，さらにサイバー空間を
活用した業務やコミュニケーションへの移行が組み合わ
さることで，QOLの更なる向上が可能となる．
即ち，「人間中心の社会」を目指すことは，都市のサ

ステイナビリティの向上と個人の QOLの向上の双方の
取組みが組合わさった施策，あるいは両立した施策を
指向することと考えられ，都市のサステイナビリティと
QOLの双方の向上のためには，それぞれの評価指標や
測定法，その向上に寄与するデータ活用の方法や技術の
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Fig. 5: Comparison of Daily Behavior Hours and Commuting Pattern Ratio in Tokyo Metropolitan Area (Left) and Kinki Metropoli-
tan Area (Right) (Made by Dr. Taku Nakano).

開発研究に加え，QOL向上の阻害要因を如何に取り除
くかの研究が求められることとなる．

5.3 これまでの都市像と都市モデル
次に都市のサステイナビリティに着目してみること

とする．“Society 5.0”の構成要素を時代の変遷の中に位
置づけて理解するために，日立東大ラボでは，それぞれ
の時代（Society）を代表する都市モデルを含めて整理を
行ってみた（Fig. 6）．
この整理の中では，工業社会（Society 3.0）における

都市モデルを線状都市（帯状都市）としており，情報
化社会（Society 4.0）における都市モデルをネットワー
ク都市（圏）としている．前者の著名な例としては，工
業が都市の中心的機能となる 20世紀初頭に考案された
N.A.ミリューチンの線形都市やル・コルビジェが率い
た ASCORALによる線形都市モデルなどがある．
工業化以前の時代（Society 2.0）の欧州の都市には中

世以来の広場や教会が立地する中心があり，市壁で囲ま
れている都市モデルが中心であった．それに対し，20世
紀初頭に工業社会に適応するために考案された工業都市
のモデルは，工場で製品がベルトコンベアによる流れ作
業で組み立てられるように，リニアな形状に都市機能が
連なり，中心核はなく，都市の成長に応じて延伸・拡張
していける形態であることに特徴がある．
その後に発展してきた情報化社会（Society 4.0）の都

市モデルをネットワーク都市（圏）としているが，その
特長は中心となる母都市と衛星都市とが鉄道，道路など
の交通やエネルギーの幹線でつながっている形態にあ
る．例えば，大都市圏の交通ネットワークを対象にして
みると，母都市をハブとして，その周囲の各都市が都市
間交通ネットワークで結ばれたネットワークを形成して
いる．
ネットワークの規模は様々であるが，医療（病院）の

ネットワークや系統電力エネルギーのネットワークもハ
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Fig. 6: Components of“Society 5.0” in Chronology (Made by H-UTokyo Lab.).

ブがある形態を取る点で同様である．

5.4 コンパクト＋ネットワークの都市モデル

わが国の政策で想定している都市モデルもネットワー
ク都市（圏）に近い考え方であると言える．例えば，2014
年 7月に国土交通省から公表された「国土のグランドデ
ザイン２０５０～対流促進型国土の形成～」[10]では，
キーワードを「コンパクト＋ネットワーク」としており，
その求められる性能については，「人口減少下において，
各種サービスを効率的に提供するためには，集約化（コ
ンパクト化）することが不可欠」「しかし，コンパクト
化だけでは，圏域・マーケットが縮小して，より高次の
都市機能によるサービスが成立するために必要な人口
規模を確保できないおそれ」「このため，ネットワーク
化により，各種の都市機能に応じた圏域人口を確保する
ことが不可欠」としている [10]．
国が進めるコンパクトシティ政策でも都市機能・居住

地の集約化や公共交通機関によるネットワークが中心的
課題となっており，政策上の都市モデルの基本形として，
ネットワーク型都市（圏）の形態がその根底にあると言
える．それに対し，日立東大ラボでは “Society 5.0”の考
え方に基づく目指すべき都市像を “Society 4.0”のネット
ワーク都市（圏）モデルからさらに進化した「共生自律
分散都市」を提案している．

5.5 現代都市が抱える課題と共生自律分散都市

情報化社会（= “Society 4.0”）のネットワーク都市（圏）
モデルは，ハブを中心とした経済効率性を追求した成長
型のネットワークモデルであるが，これまでの経験から
中央のハブが機能不全に陥るとネットワーク全体の機能

が低下し，麻痺するなどのリスクを抱えた形態であると
も言える．
ここでは，その課題を以下に 4点ほど挙げておくこと

とする．

1) 事業所や人口のハブへの集中による混雑悪化や一極
集中による外部不経済性．

2) ハブ（母都市）への過度の依存による脆弱性と中
心の機能停止による周辺の機能不全への連鎖の可
能性．

3) ハブとの幹線が切断されると幹線に繋がっていた
一部が孤立するリスクなどのネットワークの非冗
長性．

4) ハブへの過度の依存性に関連した居住者の選択肢
を狭め，生活行動の融通性を損なう等の自律性の
欠如．

他にも様々な課題があると思われるが，いつの時代に
おける都市モデルに対しても共通して課せられてきた課
題は，全体の最適化と部分の最適化を如何に両立・共存
させるかという命題に係るものである．
そこで，日立東大ラボでは，ハブを中心としたネット

ワーク都市モデルの脆弱性を補い，“Society 5.0”の理念
を実現するために個々の都市・地域が立地条件を活かし
ながら，データ活用技術を導入することで自律的な居住
環境の形成を促す都市モデルとして，「共生自律分散型
都市」を提案し，その実現に向けた研究を進めている．
その目指すところは，上述したネットワーク型都市モ

デルの持つ課題 1)～4)の克服であるが．特にデータ活
用のシステムを導入して対応を図るべき目標として強調
すべき点を以下に挙げておく．
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1) 鉄道、道路網、電力網、各種公共施設等の既存ス
トックを活かした全体最適化とデータを活用した状
況の視覚化とエネルギーや資源の最適配分．

2) 都市・地域ごとの自律的な居住環境と居住者・地域
が主導する生活像・地域像の実現．

3) 冗長性に富んだネットワークと常に多様な選択肢の
中から最適解を選択できる柔軟性．

以上の点を含め，共生自律分散型都市モデルの実現の
ためには，従来の都市計画の方法だけで対応できるもの
ではなく，データ駆動型の技術開発や政策提言に係る研
究を通じて取組むべき内容も含まれる．
共生自律分散型都市モデルを指向することは，都市

のサステイナビリティの向上とその中で暮らす個人の
QOLの向上の双方の両立・共存を目指すことと同義で
あるかどうかは，他の都市モデルの可能性を含めて検討
してみないとならないが，“Society 5.0”のビジョンを実
現するために目指す都市像と都市計画の一つの方向性と
して，こうした都市モデルの研究を共有していきたいと
考えている．
また，冒頭に述べたように “Society 5.0”のビジョン

が目指す方向性を共有する意味でも，都市モデルの議
論は重要である．居住からの変革を目指すハビタット・
イノベーション研究を含め，産官学が連携して取組む
“Society 5.0”のビジョン実現のための研究の共通目標、
あるいは共通して目指すべき都市社会像として，都市モ
デルの概念を共有することは極めて重要である点を最後
に強調しておきたい．

6. おわりに

本稿では，“Society 5.0”の理念を深く共通理解した上
で，その実現に向けた研究開発を進めていく必要がある
との考えから，その概念を政府の計画における言説をも
とに読み解くことを試みてきた．その共通理解を深めた
上で，日立東大ラボでは，統計データで都市を見る従来
の都市計画の観点と同様に都市を鳥瞰的に観察するデー
タ活用とは異なり，居住者・生活者の活動に積極的に働
きかけるデータ活用により，都市内部における居住を変
革するための技術開発や政策提言に取組むハビタット・
イノベーション研究を進めている．
今や国際社会全体が，ビッグデータを積極的に活用

したデータ駆動型社会やデータに価値を見出す社会に向
かっていることは誰しもが認識していることである．た
だ，高齢社会や地球温暖化の進展に伴う社会課題の克服
のために，IoTやAIを活用したデータ活用の技術を日常
生活に積極的に導入し，社会的課題の解決と経済的成長
を両立させるデータ駆動型システムが日本の社会に許容
され，浸透するためには課題も多い．個人情報保護や情

報セキュリティを担保する技術開発だけでは社会に普及
させる上で限界があり，人の心理や信頼に係る課題に対
しては，技術開発を担う理工学系のコミュニティだけで
は立ちいかないことも想像できる．哲学，社会学，心理
学といった人文社会系の専門家との対話や共同研究も不
可欠であり，文系理系を跨いだ分野横断による “Society
5.0”の議論がさらに活発化することに期待したい．
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補注
*注 1 タクティカルアーバニズムは，戦術的に小規模な行動や

事業を実施し、都市に大きな変化を促すまちづくりの方
法であり，2015年に米国のマイク・ライドンらがその
著書で考え方や方法を提唱し（文献 [7]），日本にも紹介
されてきた．

*注 2 松尾，安浦（九州大学）は「人々やモノの自由な移動，
社会を支えるエネルギーの安定供給，それらを支える
各種情報への自由なアクセスの 3 つのモビリティを提
供する基盤」（文献 [8]），「人やモノの移動，エネルギー
に機動的融通などの社会のモビリティを支える基盤的
統合システム」（文献 [9]）を都市 OS（Urban Operating
System）として定義し，その考え方や機能等を提示して
いる．
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